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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第41期

第２四半期累計期間
第42期

第２四半期累計期間
第41期

会計期間
自　平成29年１月１日
至　平成29年６月30日

自　平成30年１月１日
至　平成30年６月30日

自　平成29年１月１日
至　平成29年12月31日

売上高 (千円) 4,608,578 4,065,381 10,371,974

経常利益 (千円) 307,664 151,922 757,661

四半期(当期)純利益 (千円) 239,786 97,045 678,292

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － － －

資本金 (千円) 577,610 577,610 577,610

発行済株式総数 (株) 6,257,900 6,257,900 6,257,900

純資産額 (千円) 6,339,449 6,779,774 6,785,495

総資産額 (千円) 10,328,088 10,854,264 12,330,340

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 38.32 15.51 108.41

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － 20.00

自己資本比率 (％) 61.4 62.5 55.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,014,630 546,161 277,627

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △734,074 △93,478 △1,348,644

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 194,863 △285,136 1,064,862

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,639,167 1,324,746 1,157,412
 

　

回次
第41期

第２四半期会計期間
第42期

第２四半期会計期間

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 10.03 0.36
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため、記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第２四半期累計期間における我が国の経済は、米国の通商政策による米中貿易摩擦に加え、地政学リスクの警

戒感も重なり世界経済の先行きが懸念されるものの、国内における企業収益は堅調に推移し、緩やかな回復基調で

推移しております。

国内の医療業界におきましては、平成30年度診療報酬は本体でプラス改定となったものの、薬価等はマイナス改

定となり、医療機関の経営改善及び経費削減等、医療体制の適正化が引き続き求められております。

このような環境を背景に、当社は2028年の創業50周年に向け、「持続的な成長に向けた体制づくり」をテーマに

掲げ、2018年12月期～2020年12月期の３カ年を対象とする中期経営計画を策定し、①自社製品販売の比率を高め、

収益性向上を図る、②中国に向けた事業展開を強化し、海外売上高比率を高める、③開発と製造の連携を強化し、

安定した高品質な製品の開発・生産体制を構築する、④働き方改革と人材育成を徹底するを基本方針として、各種

重点施策の推進に努めております。

電解質OEMビジネスにつきましては、新規OEM先１社への安定的な供給を開始し、さらに国内外の新規OEM先２社と

の商流構築に向けて準備を進めております。検体検査自動化システムにつきましては、販売店契約を締結した「上

海潤達医療科技股份有限公司（Shanghai Runda Medical Technology Co.,Ltd.）」（以下、Runda Medical）へ

「CLINILOG V4」のOEMパッケージ販売を開始しております。併せて、中国現地における施設導入に向けたRunda

Medicalへの営業及びサービスエンジニアの教育支援を開始いたしました。臨床検査情報システムにつきましては、

「CLINILAN GL-3」に付随するサブシステム（輸血・細菌検査等）の新製品がファーストユーザーへ導入され、安定

稼働に注力するとともに、製品力を活かした新規案件の獲得に取り組んでおります。

また、江刺工場の新棟においては、湘南工場から臨床検査試薬（一部）の製造移管作業が完了しております。さ

らに、開発と製造の連携を強化し、安定した高品質な製品の開発・生産体制を構築するため、製造環境の整備、歩

留まり改善等に継続して取り組んでおります。

研究開発につきましては、次世代機種の品質レベル・歩留まり向上のための技術開発に加え、検体検査自動化シ

ステムにおける中国の規制に対応する製品及び追加ラインナップとなる大型モジュールの開発を継続しておりま

す。

働き方改革と人材育成の取り組みにつきましては、人材開発チームを中心に、総合的な教育プログラムの構築準

備を進めております。また、有期雇用準社員を無期雇用社員（地域限定正社員）へ転換する地域限定正社員制度を

平成30年４月より導入しております。これにより、社員の長期的な活躍を目指した雇用環境が整備され、より高度

な知識と技術を持つ優秀な人材の育成と活躍を通じ、全社の生産性を高めてまいります。
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当第２四半期累計期間の販売実績を製品系列別に表示すると、次のとおりであります。

　

区分

前第２四半期累計期間 当第２四半期累計期間 前年同期比

金額
(千円)

構成比
(％)

金額
(千円)

構成比
(％)

金額
(千円)

増減率
(％)

臨床検査機器システム 2,226,004 48.3 1,938,222 47.7 △287,781 △12.9

検体検査装置 291,509 6.3 241,789 6.0 △49,720 △17.1

臨床検査情報システム 1,247,908 27.1 1,179,101 29.0 △68,806 △5.5

検体検査自動化システム 686,585 14.9 517,331 12.7 △169,254 △24.7

臨床検査試薬 1,102,362 23.9 1,180,625 29.0 78,262 7.1

消耗品 938,156 20.4 846,629 20.8 △91,526 △9.8

その他 342,055 7.4 99,902 2.5 △242,153 △70.8

合計 4,608,578 100.0 4,065,381 100.0 △543,197 △11.8
 

 

①　臨床検査機器システム

検体検査装置は、一部OEM先の販売が堅調であった一方、直接販売及び海外販売が減少した結果、減収となりまし

た。臨床検査情報システムは、前年度に比べ新規・更新案件数はともに増加しましたが、追加のシステム接続やカ

スタマイズ案件が減少し、減収となりました。検体検査自動化システムは、国内案件は堅調であった一方、前上期

に大型案件が集中した影響に加え、米国提携先の在庫調整による発注時期のズレ等により、減収となりました。そ

の結果、売上高は1,938,222千円(前年同期比12.9％減)となりました。

②　臨床検査試薬

臨床検査試薬につきましては、国内外における既存OEM先の販売が堅調に推移し、売上高は1,180,625千円(同

7.1％増)となりました。

③　消耗品

消耗品につきましては、昨年末の既存OEM先におけるセンサーの新製品切替を見込んだ需要増の反動を受け減収と

なり、売上高は846,629千円(同9.8％減)となりました。

④　その他

自社製品販売の比率を高め、収益性向上を図る基本方針のもと、自社製品の販売に注力した結果、臨床検査情報

システム及び検体検査自動化システムの案件に付随する他社製品の販売が減少し、売上高は99,902千円(同70.8％

減)となりました。

 
この結果、当第２四半期累計期間の業績につきましては、売上高は4,065,381千円（同11.8％減）となりました。

利益面につきましては、臨床検査試薬は増収となりましたが、臨床検査機器システム及び消耗品の減収により、売

上総利益は1,951,397千円（同8.7％減）となりました。一方で、検体検査自動化システムにおける採算性の向上、

臨床検査試薬の増収、自社製品の販売比率を高める販売活動に注力したこと等により、売上総利益率は増加いたし

ました。販売費及び一般管理費につきましては、開発投資案件の見極め、業務委託の減少等により、研究開発費が

減少した一方で、人材投資等により販売費及び本社費が増加いたしました。その結果、営業利益は151,215千円（同

51.9％減）、経常利益は151,922千円（同50.6％減）、四半期純利益は97,045千円（同59.5％減）となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前事業年度末に比べ167,334千

円増加し、1,324,746千円となりました。

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果取得した資金は、546,161千円(前年同四半期は1,014,630千円の取得)となりました。これは主に

仕入債務の支払による減少1,013,398千円があった一方、売上債権の回収による増加1,572,455千円があったことに

よるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は、93,478千円(前年同四半期は734,074千円の使用)となりました。これは主に有形

固定資産の取得による支出90,496千円があったことによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は、285,136千円(前年同四半期は194,863千円の取得)となりました。これは主に長

期借入金を160,000千円返済したことによるものであります。

 
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(4) 研究開発活動

当第２四半期累計期間における研究開発活動の金額は、476,877千円であります。

なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(5) 従業員数

当第２四半期累計期間において、当社は従業員数が前事業年度末と比較して66名増加し、432名となりました。こ

れは主に人事制度の改正により、有期雇用準社員の一部を無期雇用社員（地域限定正社員）に転換したことによる

ものであります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成30年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成30年８月７日)

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 6,257,900 6,257,900
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式であり、単
元株式数は100株であ
ります。

計 6,257,900 6,257,900 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年４月１日～
平成30年６月30日

― 6,257,900 ― 577,610 ― 554,549
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(6) 【大株主の状況】

平成30年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社トクヤマ 山口県周南市御影町１－１ 2,515 40.20

日本電子株式会社 東京都昭島市武蔵野３－１－２ 765 12.22

エイアンドティー社員持株会 横浜市神奈川区金港町２－６ 458 7.33

BBH FOR FIDELITY PURITAN TR:
FIDELITY SR INTRINSIC
OPPORTUNITIES FUND
（常任代理人　株式会社三菱UFJ
銀行）

245 SUMMER STREET BOSTON, MA 02210
U.S.A.
（千代田区丸の内２－７－１）

90 1.43

岩見　好爲 奈良県大和郡山市 80 1.28

佐藤　勲 富山県下新川郡 65 1.04

野村信託銀行株式会社（投信口) 東京都千代田区大手町２－２－２ 62 0.99

山内　悦子 東京都八王子市 57 0.92

畠山　耕典 横浜市港南区 56 0.89

永富　隆広 東京都府中市 54 0.87

計 ― 4,206 67.17
 

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

    平成30年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 1,000 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 6,256,100 62,561 ―

単元未満株式 普通株式 800 ― ―

発行済株式総数 6,257,900 ― ―

総株主の議決権 ― 62,561 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式92株が含まれております。
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② 【自己株式等】

  平成30年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社エイアンドティー 神奈川県藤沢市遠藤2023－１ 1,000 ― 1,000 0.02

計 ― 1,000 ― 1,000 0.02
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1) 役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

専務取締役 営業統括本部長 専務取締役
営業統括本部長
兼中国事業推進室
リーダー

畠山　耕典 平成30年４月１日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成30年４月１日から平成30年

６月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成30年１月１日から平成30年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 なお、新日本有限責任監査法人は平成30年７月１日付をもって、名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しており

ます。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。　
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年12月31日)
当第２四半期会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,157,412 1,324,746

  受取手形及び売掛金 4,952,900 3,380,445

  商品及び製品 347,307 588,243

  仕掛品 370,611 312,997

  原材料及び貯蔵品 644,988 662,462

  その他 413,110 223,802

  貸倒引当金 △4,952 △3,380

  流動資産合計 7,881,379 6,489,317

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 2,155,613 2,103,728

   土地 1,356,626 1,356,626

   その他（純額） 474,593 428,708

   有形固定資産合計 3,986,834 3,889,062

  無形固定資産 49,225 40,097

  投資その他の資産 412,901 435,786

  固定資産合計 4,448,961 4,364,947

 資産合計 12,330,340 10,854,264

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,623,964 610,565

  短期借入金 1,520,000 1,510,000

  未払法人税等 157,937 53,647

  製品保証引当金 98,618 35,380

  賞与引当金 8,538 100,730

  その他 734,874 537,961

  流動負債合計 4,143,933 2,848,284

 固定負債   

  長期借入金 1,350,000 1,200,000

  退職給付引当金 28,708 －

  資産除去債務 5,951 5,992

  その他 16,251 20,212

  固定負債合計 1,400,911 1,226,205

 負債合計 5,544,845 4,074,490
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年12月31日)
当第２四半期会計期間
(平成30年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 577,610 577,610

  資本剰余金 554,549 554,549

  利益剰余金 5,632,179 5,604,089

  自己株式 △595 △595

  株主資本合計 6,763,744 6,735,653

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 21,751 44,120

  評価・換算差額等合計 21,751 44,120

 純資産合計 6,785,495 6,779,774

負債純資産合計 12,330,340 10,854,264
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年６月30日)

売上高 4,608,578 4,065,381

売上原価 2,470,924 2,113,983

売上総利益 2,137,654 1,951,397

販売費及び一般管理費 ※  1,823,474 ※  1,800,182

営業利益 314,180 151,215

営業外収益   

 受取利息 3 3

 受取配当金 262 337

 受取保険金 426 9,027

 固定資産売却益 1,000 －

 その他 1,660 1,619

 営業外収益合計 3,351 10,988

営業外費用   

 支払利息 5,234 7,212

 その他 4,632 3,068

 営業外費用合計 9,867 10,280

経常利益 307,664 151,922

特別損失   

 工場移転費用 － 22,487

 会員権評価損 4,000 －

 特別損失合計 4,000 22,487

税引前四半期純利益 303,664 129,434

法人税等 63,878 32,388

四半期純利益 239,786 97,045
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 303,664 129,434

 減価償却費 109,724 136,449

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,061 △1,572

 賞与引当金の増減額（△は減少） 95,726 92,191

 製品保証引当金の増減額（△は減少） △40,348 △63,238

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 922 △28,708

 受取利息及び受取配当金 △265 △341

 支払利息 5,234 7,212

 売上債権の増減額（△は増加） 1,061,783 1,572,455

 たな卸資産の増減額（△は増加） △85,141 △200,794

 仕入債務の増減額（△は減少） △66,605 △1,013,398

 未収消費税等の増減額（△は増加） － 166,575

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △144,749 23,386

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △246,016 △130,144

 その他 4,340 △14,459

 小計 997,209 675,047

 利息及び配当金の受取額 265 341

 利息の支払額 △4,459 △7,665

 法人税等の支払額 △5,584 △121,565

 法人税等の還付額 27,199 4

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,014,630 546,161

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △732,935 △90,496

 無形固定資産の取得による支出 △1,316 △1,302

 その他 176 △1,680

 投資活動によるキャッシュ・フロー △734,074 △93,478

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 1,200,000 2,400,000

 短期借入金の返済による支出 △1,200,000 △2,400,000

 長期借入れによる収入 500,000 －

 長期借入金の返済による支出 △180,000 △160,000

 配当金の支払額 △125,136 △125,136

 財務活動によるキャッシュ・フロー 194,863 △285,136

現金及び現金同等物に係る換算差額 △62 △212

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 475,356 167,334

現金及び現金同等物の期首残高 1,163,811 1,157,412

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,639,167 ※  1,324,746
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【注記事項】

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

(追加情報)

(賞与引当金)

前事業年度においては、業績に連動して従業員へ支給される賞与の確定額を未払金として計上しておりました

が、当第２四半期累計期間は支給額が確定していないため、賞与支給見込額のうち当第２四半期累計期間負担額

を賞与引当金として計上しております。

 
(四半期貸借対照表関係)

該当事項はありません。

　

(四半期損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
前第２四半期累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成30年１月１日
至 平成30年６月30日)

給与・賞与 424,694千円 420,943千円

研究開発費 550,216 476,877 

賞与引当金繰入額 36,137 37,790 

退職給付費用 19,091 18,605 

貸倒引当金繰入額 △1,061 △1,572 
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおりで

あります。

 

 
前第２四半期累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成30年１月１日
至 平成30年６月30日)

現金及び預金 1,639,167千円 1,324,746千円

預入期間が３か月を超える定期預金 － － 

現金及び現金同等物 1,639,167 1,324,746 
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(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自　平成29年１月１日　至　平成29年６月30日)

配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月23日
定時株主総会

普通株式 125,136 20 平成28年12月31日 平成29年３月24日 利益剰余金
 

 

当第２四半期累計期間(自　平成30年１月１日　至　平成30年６月30日)

配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年３月23日
定時株主総会

普通株式 125,136 20 平成29年12月31日 平成30年３月26日 利益剰余金
 

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社の事業形態は、主として臨床検査に関する製品及びサービスを顧客に提供する単一セグメントであるため、

セグメント情報の記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第２四半期累計期間
(自　平成29年１月１日
至　平成29年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成30年１月１日
至　平成30年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 38円32銭 15円51銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(千円) 239,786 97,045

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 239,786 97,045

普通株式の期中平均株式数(株) 6,256,809 6,256,808
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年８月７日

株式会社エイアンドティー

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   湯　　浅　　信　　好

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   山　　崎　　一　　彦

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エイア

ンドティーの平成30年１月１日から平成30年12月31日までの第42期事業年度の第２四半期会計期間(平成30年４月１日か

ら平成30年６月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成30年１月１日から平成30年６月30日まで)に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エイアンドティーの平成30年６月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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